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はじめに

　日韓両国において1970年代は，1965年の
国交正常化を経て冷戦体制下の「自由陣営」
として，蜜月関係と言われるほど一見友好に
見えていた時代である。一方，韓国の軍事政
権のもとで，人権弾圧問題や民主化を求める
韓国民衆の存在が，日本社会に広く知られる
ようになった時代でもある。その中でもメ
ディアによりセンセーショナルに報道され，
韓国の政治体制および民衆の存在が日本国内
に広く知られる大きなきっかけとなったの
は，1973年の金大中拉致事件であった。同
事件は当時の日本社会に大きなインパクトを
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与えたと同時に，真相究明および金大中の原
状回復を求める「日韓連帯運動」が展開され
るきっかけにもなった。
　1980年の「金大中内乱陰謀事件」および
日韓連帯運動について，筆者は次のような拙
稿で取り上げた。「第7章『金大中内乱陰謀
事件』と日本社会の対応」『金大中と韓日関
係─民主主義と平和の韓日現代史』（延世大
学金大中図書館，韓国，2013年），「日本の
国会議事録に見る『金大中内乱陰謀事件』と
日 韓 関 係 」（『 北 星 論 集 』 第57巻 第1号，
2017年9月）。しかし，「金大中内乱陰謀事件」
の前に起き，同事件と強い連関性を持つだけ
でなく，1980年代の同氏への救命運動のきっ

  〔要旨〕
　国交正常化以降の日韓関係は，冷戦構造のもとで外交的争点が生じ
ても政府間交渉をもって決着されることが多々あり，一見友好的に見
えていた。一方，市民レベルでの交流や共通の問題意識を共有するこ
とは乏しかった。しかし，1973年の金大中拉致事件を機にこうした状
況に大きな変化が生じるようになる。同事件は日本社会に大きなイン
パクトを与えただけでなく，それまでの対韓認識，韓国民衆への認識
に変化をもたらした。さらに事件の解決のため，政界のみならず市民
やマスコミは問題提起を続け，一定の役割を果たすこととなる。本稿
では，1970年代に入り朴正煕政権がより非民主的な体制になっていく
なかで起きた，金大中拉致事件と日韓連帯運動を通して，1970年代の
韓国は日本社会にどのように認識され，日韓関係はどのように表象さ
れたのかについて考察した。
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かけとなった拉致事件について，筆者の研究
においては修論1で取り上げ問題提起したと
ころで長年とどまっていた。さらに，韓国の
外交文書の公開（2006年）に伴い，推察と
仮定で述べられた点が事実として確認された
部分が存在する。金大中拉致事件関連の外交
文書公開後の学術研究としては，金榮美の「外
交文書にみる金大中拉致事件と韓・日連帯」

（国民大学日本学研究所編『朴正煕時代韓日
関係の再照明』ソニン，韓国，2011年）が
ある。同研究は外交文書の分析を充実に行っ
た実証的な研究であるが，著者も指摘したよ
うに事件発生後の約一ヶ月の期間の分析にと
どまっている限界がある。本稿はこうした点
を踏まえ拙稿（2000年）を参考に補完しつつ，
金大中拉致事件と日韓連帯運動を通して
1970年代の日韓関係の表象を考察する。本
稿の日韓連帯運動の分析対象としては，同事
件を機につくられた日韓連帯連絡会議（後に
日韓連帯委員会）の活動に限定する。また，
資料としては国会議事録，新聞，日韓連帯運
動関連資料などを用いる。

Ⅰ．金大中拉致事件

（1）背景─韓国の国内外情勢の変化
　金大中拉致事件と日韓連帯運動を理解する
ためには，その背景として1970年前後の韓
国における国内外情勢の変化について触れて
おく必要がある。1961年5月16日の軍事クー
デタを起こし韓国国内の権力を掌握した朴正
煕政権は，韓国軍のベトナム戦への派兵協定

（1964年）や日韓基本条約（1965年）の締結
など，日米との外交関係を改善・強化しつつ，
確固たる反共政策を進めながら長期執権を続
けていた。しかし，ニクソン政権の誕生以降，
ニクソン大統領の中国訪問により広まった国
際的なデタントムードは，「駐韓米軍の撤収
計画」などにもあらわれたように，アメリカ
の対東アジア政策にも変化をもたらした。

　こうした国際情勢は，冷戦構造の中で権力
を維持してきた朴正煕政権に大きな危機感を
抱かせた。さらに，韓国国内においても政治
的状況の変化があらわれた。1971年4月の第
7代大統領選挙に野党の新民党候補として出
馬した金大中の登場であった。大統領選挙に
おいて，金大中は朴正煕に敗れたものの，そ
の差は約90万票に過ぎず，朴政権による不
正がなかったら金大中が当然当選しただろう
とも言われた2。当時米CIAの韓国責任者で
あり，後に駐韓米国大使を務めたドナルド・
グレッグ（Donald Gregg）は，朴政権の「か
ろうじての勝利（narrow election victory）」
に疑問があると述べている3。
　さらに，朴政権は1972年10月17日に非常
戒厳令を宣布し，「平和的な統一を成し遂げ
るために」，「わが政治体制を改革する」とい
う名分を掲げ「維新憲法」を発表した。「維
新憲法」は超憲法的な緊急措置権を盛り込み，
大統領の権限を拡大する一方，国会の機能を
大幅に縮小する非民主的なものであった。ま
た，大統領選挙を直接選挙から「統一主体国
民会議」の代議員による間接選挙に変えたう
え，大統領の任期の延長および重任を許容し，
実質的に永久執権が可能になった。
　事件はこうした国内外情勢の変化のなかで
起きた。朴正煕維新体制に反対する活動をし
ていた金大中は，日米においても民主化闘争
を行っていた。こうした活動のため金大中は，
身の安全に韓国政府からの脅威を感じてお
り，韓国国内では不審な事故4を既に経験済
みであった。さらに，日米における反維新体
制の運動組織である「韓国民主回復統一促進
国民会議」の結成時にリーダー的立場にあっ
たとされ，「亡命政府」のような組織づくり
にかかわっていると朴政権に疑われていた。
当時の韓国中央情報部（KCIA）はこうした
金大中の活動について全て把握しており，部
長であった李厚洛は「本国に連れ戻さなけれ
ばならない」と思ったと後に述べている5。
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（2）事件の経過と決着
　事件は海外民主化闘争の一環として訪日し
ていた金大中が，1973年8月8日，東京九段
下のグランドパレスホテルから何者かにより
拉致されたことから始まった。金大中は麻酔
薬をかけられたまま車で運ばれ，翌日大阪港
に停泊していた龍金号という韓国の工作船に
乗せられた。目隠しをされ体に鎖をまかれた
状態であった。船は釜山に着き車でソウルに
運ばれ，事件発生から5日後の13日の夜に金
は自宅前で解放された。その後，拉致された
現場から韓国大使館の金東雲一等書記官の指
紋が検出されたことで，韓国政府機関の関与
が明らかになった。次第に日本のマスコミお
よび国会内の議論において，事件は金大中へ
の人権問題であると同時に，日本にとって主
権侵害問題の性質を持つと唱えられるように
なっていった。また，日本の市民社会は事件
の真相究明の追及と金の原状回復，即ち再び
来日させることで拉致前の状態に戻すことを
強く求め，両国関係は緊張状態が続いた。
　関係修復のため政府間交渉が行われ，同年
11月2日に金種泌韓国首相が来日し謝罪した
うえで，次のように「第一次政治決着」がな
された。①金東雲は事件に関連した疑いで免
職し，今後捜査を継続する。②金大中氏は出
国を含めて身柄は自由である。③韓国政府は
日米での言動によって金大中氏を刑事的に追
及しない。④日本政府は金大中氏の原状回復
を求めない。金大中の海外における反体制活
動について今後不問にする代わりに，日本へ
の出国は許さないことで事件に蓋をしたいと
いう韓国政府の強い意思が見える決着内容で
あると言える。また，2006年に公開された
韓国の外交文書からは，当時の日本政府も問
題の早急な政治決着を重視し，金の原状回復
を要求しようという意思はなかったことが明
らかになった。11月2日に来日した金鍾泌首
相と田中角栄首相との会談で田中首相は，韓
国の「公権力の介入が判明すれば」「建前と

して」問題提起するとし，金大中は「日本に
来ないで欲しい」と語っているのである6。
そして1975年7月に訪韓した宮澤喜一外相
は，「金東雲問題は一段落したと理解する」，

「韓国側は事件について最善を尽くしたと判
断」し「これで決着した」と述べ，この「第
二次政治決着」をもって事件は収束された7。
　金大中は事件後のインタビューや著書のな
かで，同事件の目的は拉致ではなく殺害であ
ると主張し続けた。船から海に投げ出される
直前に聞こえた，飛行機らしきものの音の後
に助かったと証言している8。その飛行機は
アメリカによる殺害中止指令であろうという
推察が長年なされた。一方，同事件を総指揮
した当時の李厚洛KCIA部長は，最初から殺
害の意図はなく，飛行機の件も事実無根であ
ると主張した。李厚洛は，金大中が海外で反
政府運動をするなど危険な人物であると判断
したので，自ら計画・拉致したとし，朴正煕
大統領には事件後の報告のみだったと証言し
ている9。
　事件の真相追及において次の2点，すなわ
ち目的は金の拉致か殺害か，朴正煕は事件に
直接介入したか否かが，とりわけ焦点となっ
ていた。しかし，〈国家情報院の過去事件真
実究明を通した発展委員会〉の報告書『過去
と対話，未来の省察』（2007年）では，「目
標が殺害であった可能性も排除できない」が，

「状況の変化により」「単純拉致に変更された
可能性もある」というような曖昧な結論にと
どまった。それまでの推察や論争以上のこと
が明らかにはならなかったのである。

Ⅱ．日韓連帯運動

　1970年代は，韓国関連問題において日韓
両国の市民レベルで様々な活動が行われはじ
めた時期であった。とりわけ徐兄弟事件

（1971年）や早川・太刀川事件（1974年）に
代表される政治犯釈放運動，日本男性の韓国
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への「キーセン観光」に反対する売春反対運
動（1973年），日本企業の韓国移転による「公
害輸出反対運動」（1974年）など，注目すべ
き活動がある。しかし，「日韓連帯」という
用語を前面に打ち出し，とりわけ進歩的知識
人と言われた人々を含む市民レベルでの組織
が生まれるきっかけとなったのは，やはり金
大中拉致事件であった。1970年代以降の日
韓連帯運動において，中心的な役割を担う一
人であった和田春樹は「日韓連帯の決定的な
転換」に金大中拉致事件があったと述べてい
る10。
　事件を機につくられた連帯組織は，ベトナ
ム戦争反対運動をしていたグループ（ベ平連）
が中心となり1974年4月18日に結成された。
評論家の青地晨を代表とし，東大助教授の和
田春樹が事務局長となった同組織の正式名称
は「日本の対韓政策をただし，韓国民主化闘
争に連帯する日本連絡会議」（「日韓連帯連絡
会議」）である。彼らの組織と運動の内容が
述べられた『日韓連帯の思想と行動』（現代
評論社，1977年）によると，「日本と韓国の
関係を根底からつくりかえ，日本人と朝鮮人
の間にかつてなかった新しい歴史を開こうと
する運動」であり，「韓国民衆の闘いに学んで，
借りものでない私たちの民主主義をきたえ上
げることを願っている」と記されている11。
　首都圏以外の愛知，静岡，北海道などにお
いて，「日韓連帯連絡会議」の他にも様々な
名称で連帯運動の組織づくりが全国的に広が
りを見せ，1977年5月には66団体12に及ん
だ。『日韓連帯の思想と行動』にあらわれた
彼らの運動の共通した目標は，次の通りであ
る。
　一，日韓議連と各地の日韓協を足もとから
追及しよう。二，金大中事件など日韓関係に
おける犯罪癒着を調査する特別委員会を国会
に設けさせよう。三，国会は，汚職の巣，日
韓大陸棚協定の批准をやめよ。四，米軍撤退
問題をめぐる日米間の新たな策動，「日韓安

保 協 力 」 を 許 す な。 五， 政 府・ 財 界 は，
KIDC構想など韓国の軍事的工業化の促進利
用をやめよ。六，最悪の侵韓派福田政権は退
陣せよ。
　このように掲げられた日韓連帯グループの
当面の共通意識からは，冷戦論理のもとで正
当化されてきた政治・外交，経済，軍事面に
おける日韓間の様々な争点に問題提起し，そ
れまでの日本の対韓政策に批判的な立場で
あったことが分かる。
　「日韓連帯連絡会議」は，『月刊日韓連帯
ニュース』の毎号二千部の発行，声明文やパ
ンプレットを作成・配布，日韓問題に関する
市民セミナーの開催などの活動を行った。こ
うした活動は，「韓国民衆の闘いに学んで」13，

「金大中氏学校」14という言葉からも分かるよ
うに，彼らにとって韓国問題への学習の機会
として認識された性格を有している。「日韓
連帯連絡会議」は，1978年6月の解散を経て，
同年11月，「日韓連帯委員会」という名称で
再発足した。1980年の「金大中内乱陰謀事件」
が起きてからは，その活動の拡大と活性化を
見せることとなる。同事件後，日本全国に金
大中救命運動が拡大し，1970年代に活動し
た日韓連帯グループを含む約40団体で「金
大中氏救出日本連絡会議」を発足した。救命
運動の中においても，戦後日本の「朝鮮認識
の欠如」，植民地支配および日韓経済協力な
どについて，日本人自ら問題提起および批判
を行った。韓国の執権勢力は変わったが，軍
事独裁的な政治状況や事件の本質は同様で
あったため，1970年代の連帯運動の時と共
通した問題意識を有すると共に，組織的な救
命活動が可能であった。1980年代の救命運
動には，様々な市民グループおよび組織が参
加しその活動を共にしたが，韓国民主化運動
に対し共感しつつ人権問題に基づき連帯運動
を展開したことで，組織間において統一的な
カテゴリを有することが可能であった。「日
韓連帯委員会」は，1988年4月18日をもっ
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て活動を終結する。活動の終結は，1980年
代の韓国国内の激しい民主化運動を経て
1987年6月29日の民主化宣言によって韓国
政治状況が変化したことや，同委員会の活動
の限界に対する反省と新たな運動の必要性を
感じた上での判断であった15。
　日韓連帯運動については，その意義を認め
つつも批判的な声も存在する。木宮正史は，
北朝鮮の独裁には「意図的に『沈黙』」を守り，
人権問題に関して「一種の『ダブル・スタン
ダード』の適用への疑問を払拭できなかった」
と指摘している16。一方，日韓連帯運動に携
わった清水知久は次のように述べ，連帯の意
味について述べている。「私は私で日本国政
府を恥じ，あちらはあちらで朴政権を恥ずか
しく思っていらっしゃる，そういう者同士の
心の通い合いということを何度も実感できま
した」17。1973年から1988年までT.K生とい
うペンネームで雑誌『世界』に「韓国からの
通信」を連載していた池明観は，日韓連帯グ
ループについて次のように評している。「韓
国内の人権と民主主義のために闘いを支援
し，それと連帯して共同の闘争を行い，その
痛みをともにする，新しい市民的連帯」18。
少なくとも韓国の民主化勢力と日本の一部の
市民および知識人グループの間では相互理解
が得られていたと言える。

Ⅲ．国会内議論における対韓認識

　日本の国会内では事件の真相究明や解決の
ための議論がなされたが，その主な内容は日
本に対する主権侵害論や金大中の原状回復に
関する議論であった。ここでは国会内議論の
中にあらわれた対韓認識の3つの論点につい
て述べたい。
　第1は，主に政府・与党側の発言に見られ
るが，依然として韓国は日本にとって安全保
障上の同盟国として存在するとの認識であ
る。とりわけ金大中拉致事件への「第二次政

治決着」の成立後の国会では，主に日本の安
全と平和のための韓国の役割に焦点が当てら
れ議論された。1975年7月31日の衆議院外
務委員会で，宮澤喜一外務大臣は「わが国と
韓国とは歴史的にも地理的にも特殊な関係に
ある」とし，「韓国の平和と安全がわが国の
平和と安全にとって緊要」19であると述べて
いる。さらに与党の中には朴政権についての
非常に好意的な見方も見られる。山田久就（自
民党）議員は朴政権について「安定した政権
で，しかも日本に対して理解を示す」とし，

「ちょうど朴政権のときまでは反共それから
反日という形でずっと通っていたのが，朴政
権になりましてから，初めて日本との関係と
いうものを改善しようというようなことに
なったわけで」，「基本的にそういうものの存
在が日本の平和と安全のために必要だ」20と
発言している。国交正常化を成立させた朴政
権を評価し，引き続き日韓両政府間の親密関
係の持続を望む発言である。
　第2は，日韓両政府のこれまでの関係を，
政治経済の面における癒着的な関係として捉
える認識である。このような認識と関連した
議論には，日韓関係に対する反省論と共に日
本政府の対韓政策の転換を促す主張が併せて
あらわれた。岡田春夫（社会党）議員は，「私
たちは過去の政治のもとに苦しんできたこの
経験を再び繰り返してはならないということ
が，われわれの世代の責任」であると述べて
いる。そして，金大中拉致事件の背景に朴政
権があるとし，日本政府の「韓国に対する投
資，海外援助，経済援助，これらが朴政権を
安定させる，軍事独裁政権を安定させると同
時に，日本の独占と韓国の一部の大資本家の
利益のためになっている」と批判した。そう
した癒着的な関係を指摘すると共に「対韓政
策，特に経済政策を根本的に再検討すべき」
と唱えている21。石井一（自民党）議員も「基
本的な政策は変えないにしても，変更もあり
得る重大な事件である」22と発言している。
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野党だけでなく与党も対韓政策においては少
なくとも一定の問題意識を持っていたことが
分かる。
　こうした問題提起に対し大平正芳外務大臣
は，「捜査の過程の段階」で「対韓政策の変
更というようなことを考えることは軽率であ
ろう」23と述べ，慎重な姿勢を崩さなかった。
政府側のこうした姿勢は，朴政権に「確固た
る態度」が「とれないようないろいろな関係
があるから」24とか，「朴政権側とのつき合
い」25が大切であるだろうという指摘を与野
党の両側から受けた。こうした両政府間の癒
着関係への指摘は，事件後から1970年代を
通してあらわれ続けた。
　11月2日に第一次政治決着がなされてから
も対韓政策の転換に関する議論は続いた。星
野力（共産党）議員は，朴政権に抗議する韓
国国内の学生運動が弾圧の中でも広がってい
ることを取り上げ，日本の経済援助の中止，
即ち対韓政策の転換を促している26。同議論
は第二次政治決着がなされてからも国会内で
は継続したが，政府側の方針は次のように変
わらなかった。1977年4月20日の衆議院外務
委員会で鳩山威一郎外務大臣は，「経済協力
問題と金大中事件の処理というものはやはり
切り離して処理すべきである」，「経済協力は
経済協力として，韓国民の福祉のために日本
は協力をするという姿勢は持ち続けたい」27と
答弁したのである。
　第3に，金大中事件を機に日本社会に可視
化された韓国民衆および民主化運動の存在に
対する関心の高まりであった。1973年9月7
日の衆議院外務委員会で岡田春夫議員は，「本
当の意味での犠牲者」は「朴政権の抑圧のも
とに，貧困のもとに悩んでいるこの国民」28

であると述べ，韓国民衆の存在について強調
している。また，1973年11月8日の参議院
外務委員会で田英夫議員は，「いまや日本の
国民も，朴政権下の韓国の実情というものを，
次第に実態を知りつつある」としたうえで，

次のように民主化運動の具体的な現状につい
て紹介している。「あれだけひどい弾圧を受
けている中で，ここ数日来韓国の学者，文化
人，金芝河というような有名な詩人を含めて，
朴政権のやり方に対して反対をする動きが高
まっている。ソウル大学でも大邱大学でも学
生が立ち上がっている」29。このように日本
の国会内議論においては韓国民主化運動勢力
との連帯的思考が見られる発言がみられた。
ただ，こうした韓国の政治状況や民衆に関す
る議論については，韓国から「内政干渉」お
よび「大国主義」であるとの批判を受けるこ
とになる。この点については次項で述べる。

Ⅳ．マスコミの報道様相とその諸言説

　金大中拉致事件に対する日本のマスコミの
報道ぶりは，内容的にも量的にも非常にセン
セーショナルなものであった。事件発生の翌
日である1973年8月9日，「金大中氏がいな
くなった」ということだけを簡単に報道した
韓国の新聞30とは異なり，日本の新聞各紙は
一面トップで大々的に報道した。〈表1〉は，
1973年の『朝日新聞』（朝刊）において，韓
国関連の内容で書かれた社説のリストである
が，事件前後の量的な増加が一目で分かる。
事件前は7か月に4件に過ぎなかった社説の
数が，事件後は5か月の間に19件に上ったの
である。まさに1970年代の日本における韓
国は「金大中（あるいは金大中拉致事件）の
韓国」だった31。事件当時，『毎日新聞』の
ソウル特派員だった古野喜政によれば，戦後
日本のマスコミは，植民地支配当時の「負い
目」があったり，「在日韓国人からの執拗な
抗議」があったりして，「できるだけ韓国・
朝鮮問題には，触れず避けてきた」が，金大
中拉致事件を機に「書こうという姿勢に変
わった」と明かしている32。同氏は，ソウル
には何も起こっていないと書いても一面トッ
プ記事になるほど，「金大中事件は東京のデ
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スクを満足させる事件であった」と述べてい
る33。
　こうした金大中拉致事件以降の日本の韓国
関連報道様相は，次の2点で評価されている。
第1は，韓国問題への関心の増加および韓国
民衆に対する理解の機会の拡大である。石坂
浩一は，「金大中拉致事件まで，韓国の出来
事は隣国のことではあっても何か遠いところ
の事件のように感じられた」とし，同事件は

「日本人が韓国の問題を真剣に掘り下げる
きっかけを与えたという意味で，大きな役割
を果たした」。「マスコミを含む日本人は，韓
国を再認識するチャンスをようやく70年代
につかみ始めた」と事件および報道について
評価している34。
　第2は，こうした日本の報道様相が事件の
解決プロセスや金大中の救命において，一定
の役割を果たしたとの評価である。金榮美は
外交文書から「韓国政府も日本政府も最も恐
れたのは日本の言論だった」35と分析してい
る。事件後，駐日大使が韓国外務部長官に送っ
た公文書において紙面を多く占めたのは，日
本のマスコミの報道状況および内容であった
のである。その内容の多くは日本の対韓報道
様相に不愉快さをあらわれたものであるが，
それほど日本の報道に神経をつかったことが
分かる。
　反面，事件後の日本の韓国関連報道につい
ては批判的な見方も多々存在する。
　第1は，事件後の関連記事の量の急増やセ
ンセーショナルな報道様相についての批判で
ある。小松原久夫は「集中豪雨的でお祭り的
な報道」であり，「大掛かりにセンセーショ
ナリズムに流れがちな内容」であったとし，
当時の一連の韓国報道は「過剰反応がみられ
た」と述べている。さらに「結果として，日
本ジャーナリズムの紙面づくりが感情的で，
センセーショナリズムなものになってバラン
スを失することになる」ことを警告してい
る36。

　第2は，報道の量と内容の両面において，
「反体制的な動き」に「偏った報道」によっ
て否定的な韓国イメージが助長されたとの批
判である。宋斗彬の『朝日』，『毎日』，『読売』
の韓国関連記事（1976年）の内容を分析し
た研究によると，反体制関連記事の割合は
各々67.59％，65.1％，58.78％を占めている

（政治外交および経済関連記事の約20％を除
く）37。これは事件から3年が経った時点にお
いても，依然としてネガティブな韓国イメー
ジの報道内容が，韓国関連報道において多く
を占めていることが分かる。実際，国交正常
化以降減少していた「韓国を嫌いな人」の割
合が，1972年の11％から1975年の25％へと，
金大中事件以降急増していることからもこう
した批判は免れない38。
　とりわけ『世界』に連載された「韓国から
の通信」について韓相一は，「戦後日本人に
とって否定的な韓国像を植え付けた決定的な

〈表1〉 『朝日新聞』朝刊の韓国問題関連社説リスト
（1973年）

日付 タイトル

1 3月2日 長期支配体制を固めた朴大統領

2 5月9日 南北朝鮮対話の現実と国際潮流

3 6月16日 韓国の重工業志向と日韓協力

4 6月24日 「二つの朝鮮」と日本外交

5 8月10日 金大中氏誘かい事件の究明を急げ

6 8月15日 金大中氏事件の「真の解決」とは何か

7 8月19日 金大中氏の自由と日韓関係

8 8月24日 金大中氏事件で政府の姿勢を問う

9 8月27日 正体不明者が生み出す恐怖

10 8月28日 対韓経済協力の根本的再検討を

11 8月30日 金大中氏の来日実現へ

12 9月6日 金大中事件の解明に筋を通せ

13 9月12日 何よりも金大中氏に自由を

14 10月4日 ソウルの学生デモと金大中事件

15 10月15日 新聞の責任

16 10月17日 日韓閣僚会議の開催は急ぐな

17 10月27日 金大中事件は解決していない

18 11月2日 金大中事件とは何であったか

19 11月21日 アジアの人権と日本の立場

20 12月4日 韓国の内閣改造と新憲法体制

21 12月12日 日韓閣僚会議を延期せよ

22 12月21日 日韓閣僚会議を見合わせよ

23 12月28日 日韓閣僚会議の虚構
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役割を果たした」と批判した。同氏は，「日
本人が韓国を歪曲・認識するよう，その手引
きとなり，T.K生は，真の善隣と連帯を希望
する韓国と日本の多くの人々に罪を犯した」
とまで語っている39。
　一方，「多くの人々は弾圧されているが，彼
らは希望を持って明日が来ることを信じ，闘
い，頑張っている」40，「韓国からの通信」を
読んだ日本の人々は「もっと韓国のことを知
りたい，勉強しようという気にもなった」41な
どにあらわれたように，「暗い韓国」の中身
に対し異なる視点を持って韓国の諸問題に理
解を深めていく人々があらわれたことも事実
である。
　第3は，日本の報道様相が「大国主義」お
よび「内政干渉」の性質を有していたとの批
判である。朴正煕政権への批判や対韓経済政
策へ転換要求などの報道について，宋斗彬は
日本の報道傾向が「韓国を日本の政治秩序の
延長線上」にあると錯覚し，「大国主義的な
考え方からもたらされたもの」であると主張
する42。『ソウル新聞』の元駐日特派員だっ
た申禹植は，「『干渉』の主犯はまさに日本の
言論」であったとし，「反韓運動」として金
大中事件がつかわれ，日本のマスコミが「扇
動・支援」したと述べている43。
　以上のように，日本における金大中拉致事
件およびそれ以降の韓国関連報道の諸言説に
は，評価と批判が共存する。ただ，こうした
言説の背景の中には，冷戦構造および韓国の
非民主的体制というファクターが働いていた
ことも看過してはならない。少なくとも金大
中の救命において，マスコミの果たした役割
は否定できない。金榮美は事件発生後の金大
中が救命できたことについて，その「根源に
は国際社会の世論，具体的にはその世論を主
導した日本の言論であり，日本の市民社会で
あった」とまで評価している44。

おわりに

　金大中拉致事件と日韓連帯運動を通してみ
た日韓関係において，1970年代はその複合
的な断面が可視化された時代であったと言え
る。日韓両政府の関係は外交問題が起きた際
に緊張関係になりながらも，冷戦下の同盟国
としての協調関係は基本的に変わらなかっ
た。反面，日本の経済協力により韓国の非民
主的体制が維持されるという所謂両政府の蜜
月関係が浮き彫りになり，市民社会とマスコ
ミからは強い反発と問題提起をされることと
なった。
　一方，両国の市民にとっては，新たな相互
認識と関係性を築く転換点となった。とりわ
け日本の市民社会およびマスコミは，事件以
前の韓国問題について無意識的にもしくは意
図的に無関心であったり，触れない問題で
あったり，問題意識が不在したりしていた。
また，マスコミにおいては韓国問題への関心
度が高くなり，センセーショナルに報道する
様相を見せた時期でもあった。日韓関係にお
ける主要アクターとして，両政府のほかに市
民社会やマスコミなどの存在が，より前面に
あらわれたのである。
　連帯運動やマスコミの韓国関連報道には日
韓両国において批判的な言説も多々存在した
が，少なくとも韓国・韓国民衆に対する無関
心に近い時代から関心の高い韓国へ転換した
時代であったと言えよう。その中には「暗い
イメージ」の韓国への関心も含まれているが，
韓国民衆や彼らの民主化への熱望の存在が日
本社会に広く知られるようになったのであ
る。無知から知る・学習の対象としての韓国
認識が浮き彫りになった時代であったと言え
る。
　本稿では紙面上の限界で，分析対象および
資料において限られた検証しかできなかっ
た。とりわけ本稿で取り上げられなかった新
聞および雑誌のテクスト分析を行い補完する
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必要がある。また，外交文書のより丁寧な分
析も必要であり，これらの点を今後の課題と
し継続研究にあたりたい。
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